
 
 
 
 

弁 理 士 法 人  

清 水 ・ 醍 醐 事 務 所  

内 外 知 的 財 産 権 ニ ュ ー ス  

2 0 2 5 年 2 月  

 

 

１．トランプ新米国大統領と米国特許商標庁（USPTO） 

 本年 1 月 20 日に第 47 代アメリカ合衆国大統領に就任したドナルド・トランプ氏は、矢継

ぎ早に大統領令に署名し、その影響は米国特許商標庁（USPTO）にも及んでいます。 

例えば「連邦政府職員のリモートワークを停止」、「政府職員の新規採用停止」という大統

領令に署名したとのことで、今後の USPTO の審査等への影響が懸念されます。USPTO

はリモートワークを 2011 年以降積極的に進めてきて職員の住居は広範にわたっており、

今後の対応が注目されます。また「約 200 万人の連邦職員に退職勧奨を実施」というニュ

ースも伝わっており、USPTO の審査遅延等も懸念されます。 

 

２．DeepSeek の商標問題 

 中国発のスタートアップ企業 DeepSeek が公表した『低コストの開発費でありながら、かの

OpenAI に匹敵する性能を持つと言われる生成 AI』が巷で有名になっています。このニュー

スが伝わると AI 半導体大手 NVIDIA の株価が下落するなどインパクトは大きいようです。

一方で DeepSeek は OpenAI のデータを不正に取得したのではないかとの話もあり、今後

の行方が注目されます。 

 DeepSeek の商標権に関してですが、米国で DEEPSEEK を 1 月 28 日付けにて第 9 類、

第 42 類について使用ベースに基づき出願をしたのですが（出願人名：Hangzhou DeepSeek 

Artificial Intelligence Co., Ltd.）、DeepSeek 出願日の前日である 1 月 27 日付けにて、第三

者（Delson Group Inc）が「DeepSeek」を出願（第 42 類）していることが判明しました。しかも

こちらも使用ベースに基づく出願であり、使用開始は 2020 年 5 月となっており、一方の

DeepSeek の使用開始日 2023 年 11 月よりもかなり早い使用開始になっています。 

 

Hangzhou DeepSeek Artificial Intelligence Co., Ltd.の使用見本 
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Delson Group Inc の使用見本 42 類

 
  

 

３．リヤド意匠法条約 

 2024 年 11 月 22 日にサウジアラビア・リヤドで行われた意匠法条約採択のための外交

会議で、「リヤド意匠法条約（Riyadh Design Law Treaty）」が採択されました。 

https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/wipo/riyadh-design-law-treaty.html 

 各国国内手続の調和・簡素化を目的とした条約であり、特許法条約、商標法に関するシ

ンガポール条約商標法に続いて意匠法に関しても条約が制定されたこととなります。 

 今後は、15 の国又は政府間機関が批准書又は加入書を寄託した後、3 か月で効力を生

じることとなっており、日本も加盟に向けて動いていくこととなると思われます。また加盟に

あたっては一部法改正も行われる模様です（出願日認定要件、グレースピリオドの起算日

等）。 
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